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博士（文学）学位請求論文審査報告要旨 
論文提出者氏名 宇佐美 尋子 
論 文 題 目 管理職者集団・非管理職者集団への一次予防的職場ストレス対策における具体的介
入に有効な心理学的ストレス要因の検討 
審査要旨 
本学位請求論文は，管理職者集団・非管理職者集団への一次予防的職場ストレス対策における具体
的介入に有効な心理学的ストレス要因を明確にすることを目的とし，心理学的職場ストレスモデルに
基づき，管理職者・非管理職者ごとの心理学的ストレス要因間の関連について検討を行った研究であ
る． 
従来の職場ストレス研究では，管理職・非管理職の区分は，年齢や勤続年数の区分に内含されてき
た．本論文では，年齢等の要因を統制しても心理学的ストレス要因において管理職者・非管理職者が
明確に異なる集団であることを，職場ストレス対策に携わる申請者の臨床的知見及び量的調査より確
認した上で，管理職者・非管理職者の心理学的ストレス要因間の関連を明らかにしている．さらに，
質的調査による知見を加えて管理職者・非管理職者への具体的介入方法を提示している．本論文から
得られた知見は，職場ストレス対策を提供する職場メンタルヘルス活動において，管理職者集団・非
管理職者集団ごとに適した介入を行うことの有効性及びその具体的方法について新たな示唆を与える
ものと評価できる． 
 
本論文の第 1 部では，管理職者・非管理職者についての従来の職場ストレス研究について概観し，
管理職者・非管理職者の心理学的ストレス要因間の関連について検討を行うことの必要性を論じてい
る．そして，管理職者・非管理職者ごとに心理学的ストレス要因間の関連を把握し，職場ストレス対
策の具体的介入を行っていく際に基軸となる概念モデル（心理学的職場ストレスモデル），及び職場ス
トレス対策の活動レベルについて紹介している．論文提出者は，心理学的職場ストレスモデルに基づ
く一次予防的な職場ストレス対策を提供する職場メンタルヘルス活動に携わり，臨床的介入を行う中
で，管理職者・非管理職者という，組織において課される役割遂行義務が明確に異なる立場の違いに
起因して，職場ストレッサーの背景となる職場の特徴や，職場ストレッサーに対してとり得るコーピ
ングや有効なコーピングの種類，ソーシャルサポートといったコーピング資源の得やすさが異なるこ
とを認識し，管理職者・非管理職者ごとに，心理学的ストレス要因間の関連を把握し，職場ストレス
対策における具体的介入方法を変える必要性を指摘している．この指摘は，他の事例研究からも示唆
されている．しかし，従来の職場ストレス研究では、管理職・非管理職という職位の区分が，年代や
勤続年数の区分と同様に解釈され，研究が行なわれてきたため，管理職者・非管理職者の心理学的ス
トレス要因間の関連を検討した従来の研究は見受けられない．論文提出者は，この点を指摘し問題提
起としている．そして，まず研究 1 において年齢等の要因を統制しても管理職者・非管理職者が心理
学的ストレス要因において明確に異なる集団であることを確認した上で，研究 2から研究 4において，
管理職者・非管理職者の心理学的ストレス要因間の関連の検討を行い，管理職者集団・非管理職者集
団への一次予防的職場ストレス対策における具体的介入に有効な心理学的ストレス要因及び具体的介
入方法について結論を導く研究を設定している． 
第 2 部では，上記の研究を行い、その結果を示している。ここでは，質的調査と量的調査の両デー
タを用いた統計解析を行っている． 
第 3部では，研究結果を総合的に考察し，以下の内容が示されている． 
1）管理職者・非管理職者は，心理学的ストレス要因において，明確に異なる集団であること． 
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2）管理職者集団への具体的介入方法としては，解決を放棄している問題に積極的に向き合い，周囲
の人的資源を活用しながら様々な解決策を試すなど，“積極的コーピングの採択と消極的コーピングの
抑制といったコーピングの変容”が，有効な方法の一つとしてあげられること． 
 3）非管理職者集団への具体的介入方法としては，職場のコミュニケーションを頻繁に行い，結束
を強めていくことや，上司が部下の現状を理解し，部下に対して適切な援助を行うことによって，“質
的ストレッサーを低減すること”が，有効な方法の一つとしてあげられること． 
 
本論文は，集団対応・個人対応に大別されていた従来の職場ストレス対策において，管理職者集団・
非管理職者集団といった各属性に対する職場ストレス対策を行うことの有効性を新たに示唆し，具体
的介入に有益な知見を提供するとともに，個人の属性を踏まえたテーラーメイドの職場ストレス対策
を実践する上でも示唆に富むと思われる。 
また，検討においては，論文提出者が携わる職場メンタルヘルス活動の臨床的介入から得られた 100
人を超える面接記録の質的調査データ及び 4000～5000 人を超える量的調査データを扱っており，調査
対象となっている事業所数は約 20 であることから，本論文より導き出された結果の一般性は高いと考
えられる．さらに，問題提起から考察まで一貫して，心理学的職場ストレス研究の理論に基づく職場
メンタルヘルス活動の実践の視点で論じており，本研究による職場メンタルヘルス活動への貢献は大
きく，「労働者の心の健康の保持増進のための指針」（厚労省，2006）で指摘される, 管理監督者に
よる「ラインケア」の実践に役立つものとしても評価できる． 
以上の審査内容より，博士の学位授与を「可」と判断する． 
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